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令和２年１１月２５日提出 

 

松山市障がい者総合支援協議会 会長 

 

松山市障がい者総合支援協議会連絡調整会規程の一部を改正する規程をここに公布する。 

記 

   松山市障がい者総合支援協議会連絡調整会規程の一部を改正する規程 

 松山市障がい者総合支援協議会連絡調整会規程の一部を次のように改正する。 

次の表により，改正前欄に掲げる規定の下線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の下線を付した部分のように改め，改正前欄及び改正後欄に対応し

て掲げるその標記部分に二重下線を付した規定（以下「対象規定」という。）は，その標記部分が同一のものは当該対象規定を改正後欄に掲げるもののように改め，その標

記部分が異なるものは改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し，改正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げていないも

のは，これを削り，改正後欄に掲げる対象規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは，これを加える。 

改     正     後 改     正     前 

（目的） （目的及び設置） 

第１条 松山市障がい者総合支援協議会設置要領（平成２４年。以下「要領」と

いう。）第６条に基づき，松山市障がい者総合支援協議会（以下「協議会」と

いう。）の所掌事項について，個別具体的な事項を検討し，又は問題に対処す

るとともに，協議会への付議等について必要な協議又は調整を行うため松山市

障がい者総合支援協議会連絡調整会（以下「連絡調整会」という。）を設置す

る。 

第１条 松山市障がい者総合支援協議会設置要領（平成２４年。以下「要領」と

いう。）第６条に基づき，松山市障がい者総合支援協議会（以下「協議会」と

いう。）の所掌事項について，個別具体的な事項を検討し，または問題に対処

するとともに，協議会への付議等について必要な協議又は調整を行うため松山

市障がい者総合支援協議会連絡調整会（以下「連絡調整会」という。）を設置

する。 

（組織） （組織） 

第２条 連絡調整会は次に掲げる部会の部会長で構成するものとする。 第２条 連絡調整会は次に掲げる５つの部会の部会長等で構成するものとする。 

(1) 相談支援部会 (1) 地域移行部会 

［削る］ (2) サービス等利用計画等評価部会 

［削る］ (3) 権利擁護部会 
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(2) こども支援部会 (4) こども支援部会 

(3) 就労支援部会 (5) 就労支援部会 

２ 前項に規定する部会については，必要に応じ構成の見直しを行うことができ

るものとする。 

２ 前項に規定する部会については，必要に応じ構成の見直しを行うことができ

るものとする。 

３ 連絡調整会及び部会の出席者は，協議会の委員の所属する機関の実務担当者，

各委託相談支援事業所の職員，関係各課職員その他第１条の目的を達成するた

めに必要な者で構成するものとする。 

３ 連絡調整会及び部会の出席者は，協議会の委員の所属する機関の実務担当者，

各委託相談支援事業所の職員，関係各課職員，その他第１条の目的を達成する

ために必要な者で構成するものとする。 

（役員） （役員） 

第３条 連絡調整会に会長１人及び副会長１人を置く。 第３条 連絡調整会に会長１人及び副会長２人を置く。 

２ 会長及び副会長は第５条に規定する部会長の中から互選によって定める。 ２ 会長及び副会長は第５条に規定する部会長の中から互選によって定める。 

３ 会長及び副会長はオブザーバーとして協議会に出席する。 ３ 会長及び副会長はオブザーバーとして協議会に出席する。 

４ 会長は，連絡調整会及び各部会での協議内容等を協議会に報告する。 ４ 会長は，連絡調整会及び各部会での協議内容等を協議会に報告する。 

（所掌事項） （所掌事項） 

第４条 連絡調整会は，次に掲げる事項を処理する。 第４条 連絡調整会は，次に掲げる事項を処理する。 

(1) 協議会の所掌事項に関し，個別具体的な事項を検討し又は問題に対処する

こと。 

(1) 協議会の所掌事項に関し，個別具体的な事項を検討し，又は問題に対処す

ること。 

(2) 協議会の所掌事項に関し，必要な調査及び研究を行うこと。 (2) 協議会の所掌事項に関し，必要な調査，研究を行うこと。 

(3) その他設置目的達成に必要な事項に関すること。 (3) その他，設置目的達成に必要な事項に関すること。 

２ 前項の事項のほか，各部会は次に掲げる事項を処理する。 ２ 前項の事項のほか，各部会は次に掲げる事項を処理する。 

(1) 相談支援部会 (1) 地域移行部会 

ア 地域の相談支援体制の強化に向けての協議 ［新設］ 

イ 福祉施設の入所，精神科病院の入院等から地域移行する際の課題の抽出及

び解決に向けての協議 

・障害者入所施設等や精神科病院等から地域移行する際の課題の抽出と解決

に向けての協議 

［削る］ ・対象事例の検討と調整等 

ウ 障がい者の権利擁護（虐待及び差別の防止を含む。）のための課題の抽出 ［新設］ 
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及び解決に向けての協議 

エ 地域生活支援拠点等の課題の抽出及び解決に向けての協議 ［新設］ 

オ 災害及び危機事象への対策に関する協議 ［新設］ 

［削る］ (2) サービス等利用計画等評価部会 

 ・サービス等利用計画等の質の向上を図るために評価を行うと共に、各相談

支援事業所のスキルアップを図る 

［削る］ (3) 権利擁護部会 

  ・障がい者の権利擁護（虐待防止、虐待対応を含む）のための課題の抽出

と解決に向けての協議等 

(2) こども支援部会 児童のサービスの調整，課題の抽出及び解決に向けての

協議 

(4) こども支援部会 

［削る］ ・児童のサービスの調整や課題の抽出及び解決に向けての協議 等 

(3) 就労支援部会 (5) 就労支援部会 

ア 障がい者の就労（就労移行支援事業の利用促進及び工賃アップを含む。）

に向けた課題の抽出及び解決に向けての協議 

・障がい者の就労（就労移行促進と工賃アップを含む）に向けた課題の抽出

と解決に向けての協議等 

イ 障がい者の就労定着を図るための協議 ［新設］ 

ウ 障がい者の就労に関する関係機関との連携強化を図るための協議 ・障害者の一般就労に向けた連携強化を図るための協議等 

３ 部会長は，協議会への付議等について必要な協議又は調整を行う。 ３ 部会長は，協議会への付議等について必要な協議又は調整を行う。 

（部会長等） （部会長等） 

第５条 部会に部会長を置き，出席者の互選によってこれを定める。 第５条 部会に部会長を置き，出席者の互選によってこれを定める。 

２ 部会長は，部会の事務を総理する。 ２ 部会長は，部会の事務を総理する。 

３ 部会長に事故あるときは，あらかじめ部会長が指名する出席者（以下｢副部会

長｣という。）がその職務を代理する。 

３ 部会長に事故あるときは，あらかじめ部会長が指名する出席者（以下｢副部会

長｣という。）がその職務を代理する。 

４ 部会は，部会長が招集し，議長となる。 ４ 部会は，部会長が招集し，議長となる。 

５ 部会長は，必要があると認めるときは，会議に部会員以外の者の出席を求め， ５ 部会長は，必要があると認めるときは，会議に部会員以外の者の出席を求め，
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説明を求めること又は意見を聴くことができる。 説明または意見を聴くことができる。 

（小部会） （プロジェクト） 

第６条 各部会から抽出された課題やその解決に向けての協議を行うため，より

専門的な構成員での再協議が必要であると，連絡調整会で承認された場合には，

各部会長は必要に応じて小部会を設置することができる。 

第６条 各部会から抽出された課題やその解決に向けての協議を行うためにより

専門的な構成員での再協議が必要であると，連絡調整会で認められた場合には，

必要に応じてプロジェクトチームを構成し，協議を行うものとする。 

（公開基準） （公開基準） 

第７条 松山市情報公開条例（平成１２年条例第６１号）第７条各号に規定する

情報に該当すると認められる事項について協議を行う場合は，非公開とする。 

第７条 松山市情報公開条例（平成１２年条例第６１号）第７条各号に規定する

情報に該当すると認められる事項について協議を行う場合は，非公開とする。 

（守秘義務） （守秘義務） 

第８条 出席者は，協議上知り得た秘密を漏らしてはならない。その責務を退い

た後も同様とする。 

第８条 出席者は，協議上知り得た秘密を漏らしてはならない。その責務を退い

た後も同様とする。 

（庶務） （庶務） 

第９条 連絡調整会の庶務は，社会福祉法人松山市社会福祉協議会が処理する。 第９条 連絡調整会の庶務は，社会福祉法人松山市社会福祉協議会が処理する。 

（委任） （委任） 

第１０条 この規程に定めるもののほか，連絡調整会の運営に関して必要な事項

は，会長が協議会に諮って定める。 

第１０条 この規程に定めるもののほか，連絡調整会の運営に関して必要な事項

は，会長が協議会に諮って定める。 

   付 則 

 （施行期日） 

この規程は，公布の日から施行する。 

 


